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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、社会へ貢献できるサービスを提供することで、継続的に収益を拡充し、企業価値を向上させ、株主をはじめとしたユーザー、取引先、従業
員等のステークホルダーの利益を最大化するために、コーポレート・ガバナンスの確立が不可欠であると認識しております。

具体的には、実効性のある内部統制システムの整備を始めとして、適切なリスク管理体制の整備、コンプライアンス体制の強化、並びにこれらを
適切に監査する体制の強化が重要であると考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－④】

2019年10月末現在、当社株主における国内機関投資家の構成比率は約11％、海外投資家の構成比率は６%程度と相対的に低い状況であり、 業

務の効率面から招集通知の英訳や電子投票のインフラ整備を行っておりません。今後は、株主構成の推移を見ながら電子行使を可能とするため
の環境作りや招集通知の英訳等について実施すべきかどうか適宜判断してまいります。

【補充原則４－１－②】

当社は成長途上であり、経営環境の変化により将来予測を変更する場合があり、公表した場合は頻繁に修正を行うことが懸念されます。今後、中
期的な経営見通しが安定してまいりました場合には、開示を検討してまいりたいと考えています。

【補充原則４－３－③】

当社は、最高経営責任者となる代表取締役社長の解任につき、任意の諮問委員会の設置や明確な解任要件を定めておりませんが、職務執行に
不正または重大な法令・定款違反、心身の故障、その他職務への著しい不適任があると他の取締役が判断した場合には、取締役会にて審議のう
え解任手続きを実施します。

【補充原則４－８－①】

当社は、監査等委員会設置会社であり、１名の常勤監査等委員である取締役、３名の独立社外取締役を選任しています。現状においては、社内
出身者の常勤監査等委員である取締役と独立社外取締役の連携を重視し、両者が混在する監査等委員会を設置しておりますが、今後、経営環
境の変化により独立社外取締役のみの会議体が必要と判断した場合には活用を検討してまいります。

【補充原則４－８－②】

当社は、監査等委員会設置会社であり、１名の常勤監査等委員である取締役、３名の独立社外取締役を選任しています。現状においては、社内
出身者の常勤監査等委員である取締役を事務局・経営陣との連絡・調整の窓口として選任していますが、独立社外取締役の互選により選ばれた
代表者を事務局・経営陣との窓口とするかについても検討してまいります。

【補充原則４－１０－①】

当社の取締役会は７名で構成され、過半数が監査等委員で構成されており、取締役会における実効性の高い監督機能を実現できていると考えて
おります。 なお、経営環境の変化により必要と判断した場合には、任意の諮問委員会の設置等について今後検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】

当社は、政策保有株式を保有していません。今後も政策保有株式への投資の可否は、案件の質的、金銭的重要性に応じて取締役会や適切な決
裁権限者による慎重な審議を経て決定します。

【原則１－７】

当社では、関連当事者間の取引を行う場合には、「関連当事者取引管理規程」に基づき、事前に監査等委員会及び取締役会において承認を得る
ことにより、当該関連当事者間の取引が当社経営の健全性を損なっていないかを合理的に判断し、適切に管理できる体制を整えております。ま
た、当社役員に関しては事業年度ごとに関連当事者間取引に関する調査を実施しております。

【原則２－６】

当社は、確定拠出年金、確定給付年金及び厚生年金基金をいずれも導入しておりません。 今後、企業年金制度を導入する場合には、企業年金

のアセットオーナーとして期待される役割を認識した上で、責任ある行動に取り組んでまいります。

【原則３－１】

（１）経営理念及び経営戦略

当社の経営ビジョンや経営戦略は、当社ホームページ上に開示しております。https://tobila.com/company/philosophy/

また、当社ホームページでIR情報として決算短信等を開示しております。https://tobila.com/ir/library/

（２）当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当社は、社会へ貢献できるサービスを提供することで、継続的に収益を拡充し、企業価値を向上させ、株主をはじめとしたユーザー、取引先、従業
員等のステークホルダーの利益を最大化するために、コーポレート・ガバナンスの確立が不可欠であると認識しております。



具体的には、実効性のある内部統制システムの整備をはじめとして、適切なリスク管理体制の整備、コンプライアンス体制の強化、並びにこれらを
適切に監査する体制の強化が重要であると考えております。

（３）取締役、監査等委員である取締役の報酬に関する方針と手続き

株主総会の決議による取締役及び監査等委員それぞれの報酬総額の限度内において、取締役の報酬は取締役会決議により、監査等委員であ
る取締役の報酬は監査等委員会の協議により決定しております。報酬は、当社の業績と役位等の職責・成果を反映させた体系となっております。

（４）取締役候補者の指名に関する方針と手続

取締役会全体のバランスを配慮しつつ、専門知識、経験等が異なる多様な取締役候補者を指名しております。 取締役候補者の員数は、定款で定

める９名以内の適切な人員としております。取締役候補者の選任議案を決定する際は、監査等委員会の同意を経て取締役会で決議しています。

（５）取締役候補者の指名を行う際の選任・指名についての説明

全ての取締役候補者の選任理由を株主総会招集通知で開示しております。

◆第13期定時株主総会における指名状況

取締役候補者：指名理由

明田篤：明田篤氏は当社創業者であり、創業以来今日まで一貫して当社の経営を主導し、 企業価値向上を実現してまいりました。会社経営全般

に関する豊富な経験及び資質と知見を有しており、前期に引き続き、取締役候補者に指名しました。

松下智樹：松下智樹氏は取締役副社長として、当社営業部門において豊富な経験と知見を有することから、前期に引き続き、取締役候補者に指
名しました。

後藤敏仁：後藤敏仁氏は取締役として、当社管理部門において豊富な経験と知見を有することから、前期に引き続き、取締役候補者に指名しまし
た。

結城卓也：結城卓也氏は、当社で長年にわたり管理部門に携わり、2018年１月 より取締役（常勤監査等委員）を務めております。主に管理部門に

豊 富な経験と知見を有しており、当社の企業価値向上に向けた、内部統制やコンプライアンス体制の強化に十分な役割を果たせると判断し、取

締役（監査等委員）候補者に指名しました。

中浜明光：中浜明光氏は、公認会計士としての豊富な知識と経験をもとに、経営者から独立した立場で当社取締役会の意思決定や監督機能の実
効性強化に貢献できると判断し、社外取締役（監査等委員）候補者に指名しました。

松井知行：松井知行氏は、弁護士としての豊富な知識と経験をもとに、法務・コンプライアンスを中心に当社の経営に対する監督や経営全般にか
かる助言を受けることにより、コーポレート・ガバナンスの強化に寄与できると判断し、社外取締役（監査等委員）候補者に指名しました。

田名網尚：田名網尚氏は、企業経営における豊富な経験と深い見識を持ち、当社の企業価値向上に向けた組織基盤や管理体制の構築、内部統
制やコンプライアンス体制の強化に十分な役割を果たせると判断し、 社外取締役（監査等委員）候補者に指名しました。

【補充原則４－１－①】

取締役会は、法令で定められた専決事項及び取締役会規程に定める事項の決定を行います。日常的な業務執行は、職務権限規程に基づき権限
範囲を定めております。 また、当社は各取締役の委嘱範囲を取締役会で決定・開示しており、担当役員は所管する各部署の業務を監督・執行し

ます。

【原則４－９】

当社では、社外取締役の選定にあたり、会社法が定める要件および東京証券取引所の独立性に関する判断基準を遵守し、加えて一般株主と利
益相反の生じるおそれがなく、高い専門性と豊富な経験に基づき客観的かつ中立な見地から当社経営陣に対して経営監督機能を果たせることを
重視しております。

【補充原則４－１１－①】

当社取締役会は、業務執行取締役は、業務知識・経験・能力の優れた者が選任されることが重要であると考えており、監査等委員である取締役
は監査を行ううえで必要となる高度な専門性や経営者としての経験等を選任の基準を定めております。また、定款にて取締役の数を９名と定め、
現任取締役７名中、監査等委員である取締役が過半数となるガバナンス体制としています。創業より携わってきた経営者に加え、弁護士、会計
士、金融機関出身の経営者を交えた取締役会構成により、多様性のある議論が可能となり、当社の取締役会はバランスよく運営されているものと
考えております。

【補充原則４－１１－②】

当社は、取締役の兼任状況について、株主総会招集通知、有価証券報告書、コーポレート・ガバナンス報告書等の開示資料を通じて毎年開示し
てまいります。

【補充原則４－１１－③】

当社は、取締役会の実効性について分析・評価する仕組みを設けておりません。今後、各取締役の自己評価も含めた仕組みの構築を検討してま
いります。

【補充原則４－１４－②】

当社は、取締役が経営課題を対処するにあたり、より広い見識が得られるようにするため、定例取締役会と同日に、不定期で、各回１時間程度の
取締役勉強会を開催しています。2019年度から2020年度にかけては、株主還元政策、株式報酬制度、会社法等の勉強会を開催しました

【原則５－１】

当社は、企業価値の持続的な拡大のために幅広いステークホルダーとの信頼関係の構築が重要であると認識しており、適切な説明責任を果たす
べく株主との積極的な対話の維持に努めてまいります。株主・投資家への対応を担当する専任部署として管理部総務課を定め、株主・投資家へ
の対応を総括しています。また、当社ホームページのメールアドレスに寄せられた株主・投資家からの質問にも丁寧に対応しています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満



【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

明田　篤 4,950,800 48.12

松下　智樹 1,157,400 11.25

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 499,600 4.86

GOLSMAN SACHS INTERNATIONAL 428,100 4.16

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 279,900 2.72

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 186,300 1.81

五味　大輔 145,000 1.41

NOMURA PB NOMINEES LIMITED OMNIBUS-MARGIN (CASHPB) 99,700 0.97

野村信託銀行株式会社（投信口） 83,300 0.81

坂倉　翼 75,000 0.73

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 10 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中浜 明光 公認会計士

松井 知行 弁護士 ○

田名網 尚 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中浜 明光 ○ ○ ―――

中浜明光氏は、複数の上場企業の社外取締役
を歴任しており、財務及び会計、企業経営に関
する相当程度の知見を有しており、外部からの
客観的な経営監視を期待し、社外取締役として
選任しております。

また、同氏は東京証券取引所の定める独立性
基準を満たしており、当社との間に特別な利害
関係は存在しないことから、一般株主との利益
相反関係が生じるおそれはないと判断し、独立
役員として指定しております。



松井 知行 ○ ○

松井知行氏は、春馬・野口法律事務所の
所属弁護士であります。当社は、春馬・野
口法律事務所の同氏以外の弁護士と法
律顧問業務等の委託取引がありますが、
松井知行氏は当該法律顧問業務に従事
しておりません。併せて松井知行氏を当
該法律顧問業務に従事させないこととす
る旨の覚書を春馬・野口法律事務所との
間で締結しております。

松井知行氏は、弁護士の資格を有し、高度な
専門知識及び幅広い見解を有しているため、
外部からの客観的かつ中立的な経営監視を期
待し、社外取締役として選任しております。

また、同氏は東京証券取引所の定める独立性
基準を満たしており、当社との間に特別な利害
関係は存在しないことから、一般株主との利益
相反関係が生じるおそれはないと判断し、独立
役員として指定しております。

田名網 尚 ○ ○

田名網尚氏はマネックス証券株式会社の
取締役でありましたが、2019年10 月期の

当社との間の取引金額は双方から見て僅
少であります。

田名網尚氏は、企業経営における豊富な経験
と深い見識を持ち、当社の企業価値向上 に向

けた組織基盤や管理体制の構築、内部統制や
コンプライアンス体制の強化に十分 な役割を

期待し、社外取締役として選任しております。

又、同氏は東京証券取引所の定める独立性基
準を満たしており、当社との間に特別 な利害関

係は存在しないことから、一般株主との利益相
反関係が生じるおそれはない と判断し、独立

役員として指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務は内部監査責任者においてこれを補助しております。また、監査等委員会補助者は、監査等委員会の職務を補助するに際
しては、取締役（監査等委員である取締役を除く）から独立し監査等委員会の指揮命令に従うこととしております。監査等委員会補助者の補助業
務に関する評価は監査等委員会が行い、任命、異動等人事に係る決定事項については、監査等委員会の事前の同意を得るものとし、監査等委
員以外の者からの独立性を確保しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会と会計監査人及び内部監査責任者は、随時連携をとって監査を実施しており、業務執行に関しての問題点を発見した場合はお互い
に連携を密にし、問題の解決にあたっております。また、監査等委員会は会計監査人と定期的（3ヵ月ごと）に情報・意見交換を行うと共に、監査結
果の報告を受ける等、緊密な連携をとっております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

当社では、東京証券取引所の定める独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしながら、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員
に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入



該当項目に関する補足説明

当社の業績向上や企業価値増大に対する意欲や士気を高めるためのインセンティブを与えることを目的として、ストックオプション制度を導入して
おります。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

取締役及び従業員の当社の業績向上や企業価値増大に対する意欲や士気を高めるためのインセンティブを与えることを目的として、ストックオプ
ション制度を導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の額が1億円以上のものが存在しないため、個別の報酬は開示しておりません。取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）、取締役（監
査等委員で社外取締役を除く）、及び社外取締役（監査等委員）の区分を設け、それぞれの報酬等の種類別の総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の監査等委員でない取締役の報酬等については、株主総会の決議により承認された報酬等の範囲内で代表取締役社長が決定し、監査等
委員会が同意しています。

監査等委員である取締役の報酬等については、株主総会の決議により承認された報酬総額の範囲内で、監査等委員会の決議で決定しておりま
す。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役のサポート体制は、管理部を中心に行っております。取締役会の資料については、原則として取締役会開催日の３日前に議案事項を
送付するほか、取締役会開催前の経営会議において、議題の詳細な説明を行うことで理解促進を図っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は以下のとおりであります。

（各機関等の内容）

a．取締役会

当社の取締役会は、取締役7名（うち社外取締役3名）で構成されており、原則として毎月１回の定時取締役会を開催し、重要な事項はすべて付議
し、業績の状況とその対策及び中期的な経営課題への対処について検討しております。迅速な意思決定が必要な課題が生じた場合には、臨時取
締役会を開催し、十分な議論の上で経営上の意思決定を行います。

b．監査等委員会

監査等委員会は、常勤監査等委員である取締役１名と独立性の高い社外取締役3名の合計4名で構成されており、原則として毎月１回開催するほ
か、必要に応じて臨時監査等委員会を開催しております。監査等委員は、監査等委員会で定めた監査等委員会規程及び監査計画書に基づき、
重要会議の出席、代表取締役・監査等委員でない取締役・重要な使用人との意見交換、重要書類の閲覧などを通じ、取締役の職務の執行状況
について厳格な監査を実施しております。

また、監査等委員は会計監査人及び内部監査責任者と定期的な情報交換を行い、会計監査人の監査計画の把握や内部監査の状況を把握する
ことで、監査の実効性確保に努めています。

c．会計監査人

当社は、三優監査法人と監査契約を締結し、適時適切な監査が実施されております。

d．執行役員制度

当社では取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため執行役員制度を導入しております。執行役員は取締役
会によって選任され、重要な会議に出席する他、取締役会の決議により定められた担当業務の意思決定及び業務執行を行っております。

（内部統制システムの整備状況）

当社は、取締役会決議によって「内部統制システム構築の基本方針」を定め、当該方針に基づき、各種社内規程等を整備するとともに規程遵守の
徹底を図り、内部統制システムが有効に機能する体制を確保しております。また、内部統制システムが有効に機能していることを確認するため、
内部監査責任者による内部監査を実施しております。

（内部監査及び監査等委員会監査、会計監査の状況）

a．内部監査

当社は、法令及び内部監査規程を遵守し、適正かつ効率的な業務運営に努めております。

当社は、小規模組織であることに鑑み、独立した内部監査室は設置しておりませんが、代表取締役が指名した内部監査責任者２名により、全部門
を対象とした業務監査を実施しております。内部監査責任者は、自己の所属する部門を除く全部門の業務監査を実施し、自己の所属する部門に



対しては、他部門の内部監査責任者が監査を実施することで、監査の独立性を確保しております。内部監査の結果は、代表取締役に報告され、
改善すべき事項が発見された場合には、被監査部門に対して改善指示を通達し、改善状況報告を内部監査責任者へ提出させることとしておりま
す。

b．監査等委員会監査

当社では、監査等委員会監査の強化の観点から監査等委員会を毎月１回の開催とし、迅速かつ厳正な監査に努めることとしております。また、所
定の監査計画に基づく業務監査及び会計監査の他に、会計監査人や内部監査責任者との情報交換を積極的に行い、監査の実効性を高めるよう
努めております。

c．会計監査の状況

当社は、三優監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けております。当社と会計監査人は、期中においても適宜会計処理等について意見交
換をしており、必要の都度、情報の交換を行い相互の連携を高めております。

d．管理部門と監査等委員会監査、内部監査、会計監査との連携

監査等委員会と会計監査人及び内部監査責任者は、随時連携をとって監査を実施しており、業務執行に関しての問題点を発見した場合はお互い
に連携を密にし、問題の解決にあたっております。また、監査等委員会は会計監査人と定期的（3ヵ月ごと）に情報・意見交換を行うとともに、監査
結果の報告を受けるなど緊密な連携をとっております。

監査等委員会、内部監査責任者及び会計監査人は、内部統制の監査及び評価の実施に際して、管理部門に対して、業務の内容並びに業務のリ
スク及びそれに対する統制活動等に関して説明や資料を求めるとともに、管理部門は、監査等委員会、会計監査人及び内部監査責任者による指
摘等を踏まえ、内部統制の整備及び運用に関して継続的に改善活動を実施しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は2018年1月26日開催の定時株主総会の決議を経て、監査等委員会設置会社に移行し、監査等委員である取締役4名（内社外取締役3名）
を選任しております。

取締役会における議決権を有する監査等委員である取締役により取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図る
ため、監査等委員会設置会社の体制を選択しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
決算業務の早期化を図り、開催日の2週間前までに書面により発送することとし、招集通
知の早期発送に努めております。

集中日を回避した株主総会の設定
当社は決算期が10月であるため、他の上場企業の多くが株主総会を開催する6月ではな
く、1月が開催月となっております。1月の開催に際し、一般的に言われる集中日は当然に
避けられるものと考えております。

電磁的方法による議決権の行使 導入済みです。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

今後検討すべき事項であると考えております。

招集通知（要約）の英文での提供 今後検討すべき事項であると考えております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社はディスクロージャーポリシーを作成し、当社ホームページのIRページ内
にて公表しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
年度決算終了後の決算説明会を定期的に開催することに加え、個人投資家向
け説明会の実施を計画しております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年度決算終了後の定期的な機関投資家への訪問を計画しております。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
現時点で海外ＩＲの予定はございませんが、今後必要に応じて検討を進めて参
ります。

あり

IR資料のホームページ掲載 当社ホームページのIRページ内に掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
IR担当部署・・・・管理部

IR担当責任者・・・取締役　CFO　後藤　敏仁

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

リスク・コンプライアンス規程において、サービスの品質と安全性の確保を最優先に、お客
様、取引先、株主・投資家、地域社会、地球環境等の各ステークホルダーの利益阻害要因
の除去・軽減に誠実に努めることを規定しています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、認定NPO法人「After the rain」が展開する新型コロナウイルス感染症にかかる電

話相談活動に賛同し、電話相談受電用として当社商品のトビラフォンCloudを無償提供して
います。

また、認定NPO法人「子どもの虐待防止ネットワーク・あいち」を協賛会員として支援してお
り、寄付金の拠出、同法人の地域活動への協力等を行っています。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

適時開示規程において、金融商品取引に関連する法令及び金融商品取引所の諸規則を
遵守し、当社の株主、投資家、及びその他の利害関係者のすべてに対して適時・適切な会
社情報を提供することを規定しています。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は業務の適正性を確保するための体制として、2018年1月の取締役会にて、「内部統制システム構築の基本方針」を定める決議を行い、当該
基本方針に基づいた運営を行っております。

1.当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社の企業理念・行動指針を定め、企業倫理の確立及び法令遵守の徹底を図っております。

・当社の取締役及び使用人が法令及び定款、社内規程等を遵守し、コンプライアンスに基づく職務遂行が徹底して行われるように内部統制システ
ムを構築・運用しております。

・倫理・法令等違反に関する通報体制として、当社の使用人等が直接通報・相談する内部通報制度を整備しており、法令及び定款に違反する行
為がある場合には、「就業規則」に基づき取締役会において審議し、適切な措置を講じております。

・代表取締役が指名した当社の内部監査責任者は、「内部監査規程」に基づき各業務執行部門に対して定期的に監査を行い、代表取締役、監査
等委員会にその結果を報告しております。

・社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持ちません。

2.当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る文書その他の情報につき「文書管理規程」に従い、必要に応じて常時閲覧できるように、適切に保存・管理しておりま
す。

3.当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・経営上の重要なリスクについては毎月開催する当社取締役会において、その他のリスクについては「リスク・コンプライアンス規程」に基づき、３ヶ
月に一度開催するリスク・コンプライアンス委員会においてそれぞれ把握・分析を行い、対応策の検討とリスクの現実化の防止に努めるとともに、
危機発生時には当社の代表取締役を統括責任者とする危機管理体制を整えております。

4.当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社は、「取締役会規程」に基づき、定例の取締役会を毎月1回開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要な業務執行につい
て協議・検討しております。

・当社は、「取締役会規程」「会議規程」「組織規程」「職務分掌規程」「職務権限規程」等に基づき、職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定
その他の組織体制を構築しております。

5.当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

・監査等委員会の職務は、内部監査責任者においてこれを補助しております。

6.前号の取締役及び使用人の当社の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項

・前号の内部監査責任者の補助業務に関する評価は監査等委員会が行い、任命、異動等人事に係る決定事項については、監査等委員会の事
前の同意を得るものとし、監査等委員以外の者からの独立性を確保しております。

7.当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・内部監査責任者は、監査等委員会の職務を補助するに際しては、取締役（監査等委員である取締役を除く）から独立し監査等委員会の指揮命
令に従うこととしております。

8.当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が当社の監査等委員会に報告をするための体制

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が、法令等の違反行為等、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した
ときは、直ちにその事実を監査等委員会に報告すること、また、当社の監査等委員会は、必要に応じていつでも、当社の監査等委員以外の者に
対して報告を求めることができることを周知しております。

9.前号の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・当社は、監査等委員会へ報告を行った取締役及び使用人等に対し、その報告をしたことを理由に不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を取
締役及び使用人等に周知しております。

10.監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払、又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用、又は債務の処理に
係る方針に関する事項

・監査等委員会がその職務の執行について、会社法第399条の2第4項に基づく費用の前払又は償還等を当社に請求したときは、その請求内容が
監査等委員会の職務の執行に不要であると明らかに認められた場合を除き、必要な手続きを経た上で速やかに支給しております。

11.その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・当社の監査等委員は、重要な意思決定の過程及び職務の執行状況を把握するため、取締役会のほか、その他の重要な会議に出席し、意見を
述べるとともに、業務執行に関する文書、業績に影響を及ぼす重要な事項について閲覧できる体制を整備し、取締役（監査等委員である取締役を
除く）及び使用人に説明を求めることができる旨を「監査等委員会規程」等に定め、周知しております。

・監査等委員会は、監査の実施に当たり、会計監査人及び内部監査責任者と緊密な連係を図っております。

12.財務報告の信頼性を確保するための体制

・当社は財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制システムの整備・構築を行い、その仕組みが有効かつ適切に機能すること
を定期的・継続的に評価するための体制を構築しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

a 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、「反社会的勢力対応規程」において、当社が反社会的勢力に対し毅然とした態度で対応し、いかなる名目の利益供与も行わず、反社会的
勢力との関わりを一切持たないようにすることを定めております。

また、相手方が反社会的勢力であることを知らずに関係を有してしまった場合には、相手方が反社会的勢力であると判明した時点または反社会



的勢力である疑いが生じた時点で、当該規程に定める手続きにより、可能な限り速やかに関係を解消するものとしております。

b 反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社は、反社会的勢力への対応を総括する部門を管理部と定め、管理部長をこれらの対応を統括する責任者(以下「統括責任者」という。)と定め
ております。統括責任者は、この規程に従って、反社会的勢力に関する情報を一元的に管理・蓄積し、反社会的勢力との関係を遮断するための取
組みを支援すると共に、社内体制の整備、研修活動の実施、対応マニュアルの整備、外部専門機関(警察、暴力団員等の排除に係る公的な団
体、協会、弁護士等をいうものとする。以下同じ。)との連携を図り、反社会的勢力に関する情報の蓄積及び内容の更新を行っております。

また、反社会的勢力と関係を有することを未然に防止するため、取引開始前に日経テレコンによる新聞記事検索、インターネット検索等により反社
会的勢力に該当するか否かの調査を行うことに加え、当社の業務に関する契約書または取引約款を作成する際には、原則として、暴力団排除条
項を導入しております。

さらに、統括責任者は、反社会的勢力に関する情報の分析、社内における反社会的勢力との対応状況等の検討、外部専門機関の意見聴取等を
行い、定期的に本体制の有効性及び適切性につき検証を行っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社では現在のところ買収防衛策の導入予定はありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




